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研究要旨：健康危機管理センター（HEOC）の運営計画及び作業手順書のモデルの実装に

向けて、HEOC の立ち上げ・運営に求められる要素について情報収集を行った。米国の全

米科学・工学・医学アカデミーは、包括的なレビューに基づいた HEOC 立ち上げにかかる

実施ガイダンスを示している。HEOC の立ち上げを考慮する場合として、当該公衆衛生緊

急事態の規模が大きく、範囲（スコープ）が複雑な場合、複数の新規の業務や連携体制の

構築が必要となるような未経験の対応が生じる場合、公衆衛生支援機能、大規模な情報共

有や対応の調整を必要とするような事態、リソース・コスト・技術・法令・ロジスティク

スについて制約が生じている場合、関係機関との間で高度な連携を必要とするような事

態、が挙げられている。また、HEOC の立ち上げないことを考慮する場合として、HEOC の

立ち上げコストが、当該事態に必要な潜在的リソースよりも大きい場合、幹部職員に

HEOC でのオペレーションの経験が乏しく、他の職員も HEOC のトレーニングを十分に受け

ていない場合、幹部職員が緊急事態への対応ニーズよりも通常の公衆衛生機能の維持を優

先させる場合、が挙げられている。HEOC については、経験的にその有用性が広く認識さ

れているものの、その効果についてのエビデンスは十分でない。運営計画や作業手順書の

効果を含め、HEOC の効果のモニタリングと評価が求められる。 

 

Ａ．研究目的 

 健康危機発生時に国や地方自治体が効果

的・効率的な対応を行う上で、適切かつ迅速

な情報収集・分析による事態の把握、対応方

針の決定と共有、関係する様々な組織・団体

の連携、緊急対応に係る活動や資源の調整等

が重要とされる。これらの機能を担う本部組

織の必要性は以前から指摘されており、わが

国においても大規模自然災害や新型コロナウ

イルス感染症（COVID-19）等に対して、政

府、関係省庁、地方自治体では対策本部を設

置し対応を行ってきた。しかし、これらの対

策本部は原則として災害や健康危機の発生後

に臨時で設置されることから、対応の迅速性

や人員・資材等の確保には課題もある。2018

年に実施された世界保健機関（WHO）の国際

保健規則（IHR(2005)）に基づいて実施され

た合同外部評価（Joint External 

Evaluation (JEE)）後の提言では、オールハ

ザードをカバーする専属のチームを有する常

設の危機管理センター（emergency 

operations center (EOC)）を厚生労働省に

設置することの有用性も指摘された。保健医

療当局に設置される EOC は public health 

EOC (PHEOC)あるいは health EOC(HEOC)とも

称され、近年様々な国や地域で設置が進めら

れている。本分担研究では、令和 4-5 年度に

HEOC 構築に求められる要素について国内外

の情報をもとに整理し HEOC の運用の促進要

因や阻害要因について文献調査を行った。令

和 6 年度は、研究班全体として HEOC の運営

計画及び作業手順書のモデルを作成したが、

本研究では、運営において求められる要素に

ついて検討するとともに、HEOC に関する研

修・訓練等の企画の手引き案を作成した。 

Ｂ．研究方法 

 HEOC の運営および HEOC で活動する職員の

研修・訓練に関する文献調査を行った。 

（倫理面への配慮） 
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本研究は政策研究であり、人を対象とした

調査等は実施していないため倫理面での特段

の配慮は必要としない。 

 

Ｃ．研究結果 

１．HEOC の立ち上げに関する要件 

 公衆衛生上の緊急事態が発生した場合、

HEOC をいつ、どのように立ち上げるべきか

が重要となるが、これに関する要件につい

て、全米科学・工学・医学アカデミーが包括

的なレビューを行い、ガイダンスを示してい

る 1。以下、ガイダンスの内容とともに、レ

ビューに基づいて HEOC の立ち上げに関する

要件を整理する。 

１） HEOC の立ち上げに関する決定要因 

① 事前のトリガーとアドホックなトリガー 

 HEOC の立ち上げの条件を定めたトリガー

を事前に定めることは、オペレーションを開

始・終了するタイミングを決定する上で有用

である。関係機関との間でプロトコルや覚書

を用いて定義することで、迅速な立ち上げが

可能になる。ただし、トリガーは柔軟である

ことが重要であり、特に新たな疾病等の発生

のような場合には、アドホックなトリガーを

定めることも考慮する。また、事前にトリガ

ーを定めておくことで、立ち上げを躊躇する

ような状況が解消され、速やかな立ち上げに

つながる。HEOC 立ち上げに要する時間に

は、以下の 5 つの要因が影響するとされる。

（１）過去の知識と経験、（２）当該緊急事

態の異常の程度、（３）状況に関するデータ

の量・入手速度・質、（４）データの統合に

よる状況把握、（５）意思決定の緊急性につ

いての認識。 

② HEOC の全体における位置付け 

 感染症の大規模な流行等、保健医療に直接

関係する緊急事態が発生した場合は、公衆衛

生部門が関係機関の EOC をリードして連携体

制を構築する。大規模地震や環境災害（石油

の流出など）の場合は、公衆衛生部門は関係

機関の EOC を支援する。一方で、小規模な感

染症対応などでは、HEOC が単独で設置され

対応を行うことも多い。 

③ 規模・複雑性・新奇性 

 緊急事態の規模が大きく、範囲が複雑で、

公衆衛生に脅威を与えるような場合、多地域

をカバーする HEOC を立ち上げる。特に新た

な疾病等については、当初は規模や複雑性が

不確実なことも多い。リスクアセスメントと

リスク予測を行い、潜在的な公衆衛生上の影

響や HEOC を立ち上げてリソースを集約する

コストを比較検討する。一般に、規模が大き

く、急速に進展し、新奇性が大きい事案であ

るほど、HEOC を立ち上げることによるメリ

ットが大きくなるとされる。 

④ 効果的なサージの必要性 

 HEOC の立ち上げの判断には、緊急対応に

必要となる業務量を把握することも重要であ

る。対応のニーズが通常のリソースの能力を

超える場合、HEOC により、効果的なリソー

スの動員によるサージキャパシティの確保が

可能となる。リソースの確保にあたっては、

官民の関係者を HEOC に参加させることも重

要である。 

⑤ 行政レベル間の調整の必要性 

 公衆衛生の緊急事態において、たとえば市

町村レベルで HEOC が立ち上がることは、都

道府県レベルの対応の支援を行う上でメリッ

トがあるとされる。また、市町村や都道府

県、国の各レベルの HEOC の役割と関係性を

明確にすることが重要である。 

⑥ 強力なリーダーシップ 

 緊急事態では情報が不完全であるなど制約

も多いが、対応の遅れは影響の拡大につなが

ることから、何も行動を起こさないという優

柔不断な判断は一般に望ましくないとされ

る。またリーダーには、未経験の状況や予期

せぬ情報を受け止める能力と、必要に応じて

目標を修正する柔軟性が求められる。リーダ

ーは、対応に関わる様々なメンバーとの間で

目的意識を共有し、メンバーの貢献を明示的
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に示すことで、信頼を構築していく必要があ

る。 

⑦ 対応に関する共通理解の構築 

 HEOC には、組織的対応体制の確立だけで

なく、緊急事態についての共通理解を構築す

ることも求められる。HEOC 対応に関わる体

制全体で、対応の本質についての共通理解が

得られることで、初めて柔軟な対応が効果を

発揮する。共通理解が得られない場合、職員

は緊急事態への対応を拒否する可能性も高

い。 

そのため、組織内、および関係機関間の調整

を考える際に、業務だけでなく、職員やリー

ダーのさまざまなイメージやメンタルモデル

についても意識して調整することが重要であ

る。メンタルモデルを共有することで、重要

な役割、使命、必要とされる成果についての

理解を共有することができる。 

⑧ HEOC における硬直性と柔軟性の同時確保 

 標準的な役割と機能は対応の理解する上で

有用だが、対応における意思決定は状況に応

じて柔軟でなければならない。一見矛盾する

硬直性と柔軟性の両立であるが、HEOC にお

けるオペレーションを、 計画の調整やアド

ホックな即興的対応を必要とする可能性のあ

る指揮統制機能として概念化することが重要

である。緊急事態における新たなニーズに対

応するために、標準的な構造を再構成する

様々な方法が用いられてきた。たとえば、構

造精緻化（コールセンターなどの迅速な新組

織の構築）、役割転換（新たな戦略的方向性

のために、新たなリーダーシップに切り替え

ること）、権限移行（大規模な仕事のポート

フォリオを緊急時に正式に再割り当てするこ

と）などである。重大な緊急事態に際して組

織の柔軟性と信頼性を高めていくことがゴー

ルではあるが、しかし同時に、組織の連帯を

維持するためには、基本的な HEOC の体制を

明確に定め、十分に訓練しておくことが重要

である。 

⑨ HEOC におけるチームを社会的集団として

理解する 

 多様な要件にバランスよく対応するには、

HEOC のチームを、単にタスクを実行する集

団としてだけでなく、社会的集団として理解

することが重要である。社会的なダイナミク

スに注目することが、対応のさまざまな局面

における関係性の改善や意思決定における適

応力の向上につながる。このような社会的な

結びつきは、標準的な官僚的組織の階層構造

では対応しきれないほど急速に変化するよう

な緊急事態において、重要な要素となる。た

とえば、異なる組織文化を持つスタッフ間の

文化的差異を認識し、その差異を埋める努力

をすること、あるいは、安全への懸念など、

見過ごされがちな個々の職員の感情的な問題

についても可能な限りその懸念に対処するこ

とで、結束力は高まると考えられる。 

⑩ HEOC を立ち上げた後の対応の変化を理解

する 

 HEOC の立ち上げにより、緊急事態への対

応は変化する可能性がある。この変化の性質

を理解することも重要であり、変化を測定す

る指標は立ち上げのタイミングの判断にも有

用である。たとえば、タスクと構造によって

緊急対応を 4 つのカテゴリに類型化した

Dynes の類型（下記）などを参考に、HEOC に

よる対応の変化を理解する。 

• 従来型の（established）組織対応

（通常のタスク-古い構造） 

• 拡大型の（expanding）組織対応（通

常のタスク-新たな構造） 

• 拡張型の（extending）組織対応（非

定常のタスク-古い構造） 

• 創発型の（emerging）組織対応（非

定常のタスク-新たな構造） 

⑪ 過去に対応経験のある職員を起用する 

 HEOC の立ち上げにあたり、過去の緊急事

態対応を経験した職員の知識と経験は有用で

あるため、このような職員を積極的に起用す

ることが望ましい。一方で、少数の職員への
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過度な依存は、職員の疲労につながる可能性

があることにも留意する。 

 

２）HEOC の立ち上げにかかる実施ガイダン

ス 

 以上の要件に基づいた実施ガイダンスは下

記のとおり。 

HEOC 立ち上げにかかる実施ガイダンス 

 

以下の場合に HEOCの立ち上げを検討する。 

• 当該公衆衛生緊急事態の規模が大き

く、範囲（スコープ）が複雑な場合 

o このような事態は、既存のリソース

や機関等の能力（キャパシティ）で

は対応できなくなる可能性が高い。 

• 複数の新規の業務や連携体制の構築が

必要となるような未経験の対応が生じ

る場合 

o 新規の業務や連携体制に対処する

可能性を考えると、早期に HEOC を

立ち上げる方向で動いいた方がよ

い。 

• 公衆衛生支援機能、大規模な情報共有

や対応の調整を必要とするような事態 

o 公衆衛生への影響が考えられる計

画的なイベントや環境災害に対し

ても HEOC の立ち上げを検討する。 

• リソース、コスト、技術、法令、ロジス

ティクスについて制約が生じている場

合 

o リソースのニーズは事態の進展に

応じて変化し、中程度から大規模な

リソースが必要となる場合がある。 

• 関係機関との間で高度な連携を必要と

するような事態 

o たとえ対応が小規模であっても、省

庁間などの調整には HEOC の立ち上

げが必要となる場合がある。 

 

以下の場合は、HEOC の立ち上げを行わない

ことを検討する。 

• HEOC の立ち上げコストが、当該事態に

必要な潜在的リソースよりも大きい場

合 

• 幹部職員に HEOCでのオペレーションの

経験が乏しく、他の職員も HEOC のトレ

ーニングを十分に受けていない場合 

o 過去の立ち上げ経験やトレーニン

グが不足していると、関係機関との

間の不信感が生じ、指揮系統の混乱

につながる可能性がある。 

• 幹部職員が、緊急事態への対応ニーズ

よりも通常の公衆衛生機能の維持を優

先させる場合 

 

HEOC の立ち上げを決定する際には以下の

点に留意する。 

• 職員の知識を尊重し、過去に緊急事態

を経験した職員を幹部職員の協議の場

に参加させる。 

• 強いリーダーシップを発揮する。場合

によっては通常の組織階級の枠を超え

て適任者を選出し、リーダーとして

HEOC に入ってもらう。 

• HEOC における社会的機能を考慮した支

援を提供する。 

• HEOC 関係者における共通理解を促進す

るために、状況認識の統一（common 

operating picture, COP）に向けた機

能を提供する。 

• HEOC 内での職員の柔軟な活動を推奨

する。 

• 経験の浅い職員による混乱を最小化す

るため、ジャストインタイム形式の訓

練を実施する。 

• HEOC の有用性を確かなものとするため

に、対応における HEOC の機能を継続的

にモニタリングし評価する。 

 

３）HEOC のオペレーションの評価に関する

分析枠組み 

 全米科学・工学・医学アカデミーのレビュ

ーでは、HEOC の活動とその構成要素、構成

する関係者、主要なアウトカムとの関係性を

示す分析枠組みを提示している（図１）。事

前準備フェーズの要素から緊急対応フェーズ

の要素について、影響を及ぼしうる要因も考

慮しつつ、中間アウトカム、最終アウトカム

との関係性を示した枠組みを提示している。 

 

２．HEOC に関する研修・訓練等の企画の手

引き案 
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 WHO のハンドブック・パート C2に基づい

て、研修・訓練等の企画の手引きを作成した

（資料参照）。HEOC を効果的に運用する上

で、計画立案、組織化・装備、訓練・演習、

評価、修正・承認の一連のプロセスからなる

プリペアドネス・サイクルの一環として訓

練・演習を位置付け、計画的な人材育成を行

うことが重要である。訓練は、求められる能

力の整理→適切な訓練の種類の選択→ニーズ

アセスメント→カリキュラムの策定・評価、

演習は、コンセプトの確立→計画立案→実施

→評価→レビュー、のプロセスで実施され

る。訓練・演習を通じた実践的な知識・スキ

ルの獲得は HEOC の効果的な運用の推進要因

の１つとして挙げられているが、訓練・演習

を確実に実施するためには相応の業務量と専

門性が必要となる。そのため、平時から

HEOC 関連の業務を担う専従職員の確保が望

ましい。 

 

 

Ｄ．考察  

 HEOC の立ち上げと運営のあり方につい

て、米国全米科学・工学・医学アカデミーの

レビューに基づいた実施ガイドラインについ

て提示した。本ガイドラインは米国の制度的

文脈に基づいて作成されているため、わが国

で適用する際には注意が必要だが、過去の対

応の事後評価等に基づいており、内容は普遍

的なものと考えられる。また、公衆衛生部門

が危機管理部門に比べて EOC や ICS に慣れて

いない点や、HEOC を運営する上で十分な人

員が確保できないことが多い点など、わが国

と状況と共通する部分も多い。 

 本ガイドラインでは、HEOC の柔軟性を重

視している。HEOC を ICS に基づいて運営す

る場合、組織構造や職員の役割などが硬直的

になりやすいことが指摘されているが、緊急

事態においては、事態の動向やリソースの状

況等をふまえて臨機応変に体制を修正するこ

とも重要である。一方で、組織としての一体

性を維持するためには、HEOC の業務手順等

については、事前に定めた上で関係する職員

は十分に習熟しておくことが求められる。こ

のように、柔軟性と硬直性を同時に意識しい

て HEOC を構築することはわが国においても

重要と考えられる。

 
図１ 公衆衛生緊急活動の分析枠組み 
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 HEOC の機能的側面だけでなく、社会的側

面にも着目し、そのあり方を示している点

も参考になる。HEOC のメンバーであっても

立場や出身組織、個人的な特性や価値観な

どにより緊急事態の捉え方や業務の優先順

位などが異なることも多い。これをふまえ

て、全ての関係者の間で、緊急事態の現状

と今後の対応についての共通理解を得るこ

とは、効果的な対応を行う上で不可欠であ

る。HEOC という組織における心理的安定性

を高めることにも繋がり、HEOC のリーダー

はこのような点についても留意する必要が

ある。 

 なお、HEOC については、経験的にその有

用性が広く認識されているものの、その効

果についてのエビデンスは十分でない。運

営計画や作業手順書の効果を含め、HEOC の

効果のモニタリングと評価が求められる。

その上で、HEOC の効果の検証についても引

き続き進める必要がある。 

 

Ｅ．結論 

 HEOC の運営計画及び作業手順書のモデル

の実装に向けて、HEOC の立ち上げ・運営に

求められる要素について情報収集を行っ

た。全米科学・工学・医学アカデミーのガ

イダンスでは、HEOC の立ち上げを考慮する

場合 HEOC の立ち上げないことを考慮する場

合の留意点を示し、HEOC の立ち上げを決定

する際の留意点について示している。HEOC

の実装にあたっては、組織としての柔軟性

を確保するとともに、機能的な側面だけで

なく社会的な側面にも留意して体制構築す

ることが求められる。この点をふまえて

HEOC で活動する人材を育成する必要があ

る。 
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１．論文発表 

 特になし 

２．学会発表 

• 冨尾淳．健康危機管理における国立保

健医療科学院の取り組み．第 30 回日本

災害医学会総会・学術集会（2025 年 3

月） 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

特になし 

２．実用新案登録 

特になし 

３．その他 

特になし 
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